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Ⅰ．調査結果のあらまし 

 

 

１．調査名 

組合の「新たな取り組み」に関する意向調査 

 

２．調査の目的 

組合の現況やコロナ禍以降における「新たな取り組み」の実施状況を把握するとともに、組合事業及び組

合員の活性化に向けた「他団体等との連携」に関する意向や連携上の課題を抽出することにより、組合事業

活動の活性化や既存の組合事業の再構築に向けた多角的連携の推進・支援体制の強化に資するものとす

る。 

 

３．調査対象 

本会 会員組合 336組合（内訳 下表参照） 

 

 

４．調査実施方法 

調査対象先へ調査票を郵送し、返信用封筒又は FAX にて回収する。加えて、パソコン及びスマートフォン

からの回答を受け付けるため Google Formsによるオンラインフォームを作成した。 

 

５．調査票 

後掲 組合の「新たな取り組み」に関する意向調査」調査票を参照 

 

６．調査期間 

令和 5年 1月 10日（火）～令和 5年 1月 20日（金） 
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売
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小

売

業
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動

産

業

サ

ー

ビ

ス

業

そ

の

他

業

種

複

合

業

種

総

計

事業協同組合 10 41 58 1 12 9 48 3 27 2 72 283

火災共済協同組合 1 1

信用協同組合 1 1 2

事業協同組合連合会 1 1 1 1 4 1 9

企業組合 2 2

協業組合 1 2 1 4

商工組合 2 8 4 1 15

商店街振興組合 10 10

商店街振興組合連合会 1 1

生活衛生同業組合 5 4 9

総計 12 44 69 1 13 9 72 3 36 2 75 336
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７．調査の内容 

（１）組合における「新たな取り組み」の実施について 

① 過去 3年以内の「新たな取り組み」の実施状況及び今後の方針 

② 新たな取り組みを実施した（実施したい）目的及び内容 

（２）組合における「他団体等との連携による事業の実施」について 

① 他団体等との連携による事業の実施状況 

② 他団体等との連携による事業への関心度合 

③ 関心のある連携先及び連携内容 

 

８．調査回答数 

197組合、回答率 58.6％（内訳 下表参照） 

 

９．調査回答手段 

調査回答手段 回答組合数 割合（％） 

郵送 111 56.3 

Google Forms 41 20.8 

FAX 40 20.3 

メール・持参 5 2.5 

合 計 197 100 

 

10．集計結果表の留意事項 

（１）図表に付加されている「n」は質問に対する回答者数を表している。 

（２）「SA」は単一回答、「MA」は複数回答を表している。 

（３）図表内の割合を示す数値はすべて百分率（％）で表し、小数点以下第 2位を四捨五入しているため、

その合計は必ずしも 100 とはならない。また、複数回答については、回答項目ごとに「ｎ」に対する比率

を算出したため、その合計数値は 100を上回ることがある。 
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複

合

業

種

総

計

事業協同組合 8 29 41 1 7 8 19 2 11 1 35 162

火災共済協同組合 1 1

信用協同組合 1 1 2

事業協同組合連合会 1 1 1 1 2 1 7

企業組合 1 1

協業組合 1 1 2

商工組合 1 7 1 1 10

商店街振興組合 7 7

商店街振興組合連合会 1 1

生活衛生同業組合 2 2 4

総計 10 31 50 1 8 8 32 2 16 1 38 197
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Ⅱ．調査結果の概要（組合概要別クロス集計） 

本会では県内組合の基本情報の収集・管理に努め、組合支援活動に活用している。本章では調査回答先の

組合概要別（組合員数、成立年月日（設立登記日））に調査結果の概要を取りまとめた。なお、集計にあたって

は回答組合数を考慮し、下記のグループに分けて集計した。 

・組合員数別：「組合員数 20名未満」「組合員数 20名以上」 

・成立年月日別：「成立年数 50年未満」「成立年数 50年以上」 

１．【組合員数別】組合における「新たな取り組み」の実施について 

 

（１）過去３年以内の「新たな取り組み」の実施状況及び今後の方針（単一回答（ＳＡ）） 

組合員数 20名未満の組合では「実施しておらず、今後も実施しない」が 48.9％で最も多いのに対し、組

合員数 20名以上の組合では「実施しており、今後も実施したい」が 38.1％で最も多くなっている。 

 

（２）新たな取り組みを実施した（実施したい）目的（単一回答（ＳＡ）） 

組合員数 20名未満の組合では「組合員の経営力向上、経営合理化」が 29.8％で最も多いのに対し、組

合員数 20名以上の組合では「業界の改善・発展」が 25.0％で最も多くなっている。 

32.0%

25.0%

38.1%

2.5%

1.1%

3.8%

29.9%

25.0%

34.3%

35.5%

48.9%

23.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=197）

組合員数 20名未満

（n=92）

組合員数 20名以上

（n=105）

実施しており、今後も実施したい 実施したが、今後は実施しない

実施していないが、今後は実施したい 実施しておらず、今後も実施しない

25.2%

29.8%

22.5%

20.5%

17.0%

22.5%

22.0%

17.0%

25.0%

13.4%

12.8%

13.8%

5.5%

8.5%

3.8%

12.6%

12.8%

12.5%

0.8%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=127）

組合員数 20名未満

（n=47）

組合員数 20名以上

（n=80）

組合員の経営力向上、経営合理化 組合の組織運営強化、合理化

業界の改善・発展 地域活性化

社会貢献・ＳＤＧｓ その他

無回答
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２．【組合員数別】組合における「他団体等との連携による事業の実施」について 

 

（１）他団体等との連携による事業の実施状況（単一回答（ＳＡ）） 

「実施したことがある」と回答した割合についてみると、組合員数 20名未満の組合では 23.9％であるのに

対し、組合員数 20名以上の組合では 38.1％となっており、14.2ポイントの開きが見られる。 

 

（２）他団体等との連携による事業への関心度合（単一回答（ＳＡ）） 

「関心がある」と回答した割合についてみると、組合員数 20名未満の組合では 48.9％であるのに対し、

組合員数 20名以上の組合では 60.0％となっており、11.1ポイントの開きが見られる。 

 

 

 

 

  

31.5%

23.9%

38.1%

57.4%

64.1%

51.4%

9.6%

12.0%

7.6%

1.5%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=197）

組合員数 20名未満

（n=92）

組合員数 20名以上

（n=105）

実施したことがある 実施したことがない 実施状況がわからない 無回答

54.8%

48.9%

60.0%

43.1%

51.1%

36.2%

2.0%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=197）

組合員数 20名未満

（n=92）

組合員数 20名以上

（n=105）

関心がある 関心がない 無回答
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（３）関心のある連携先及び連携内容（複数回答（ＭＡ）） 

① 関心のある連携先  

回答数（全体）と比べ、組合員数 20 名未満の組合では「企業（業種・企業規模問わず）」との連携に対す

る関心が高いのに対し、組合員数 20 名以上の組合では「他の組合・業界団体等」「大学等」「公設試験研

究機関」との連携に対する関心が高い結果となっている。 

 

② 関心のある連携内容 

回答数（全体）と比べ、組合員数20名未満の組合では「受注機会の増加」に向けた連携に対する関心が

特に高いのに対し、組合員数 20名以上の組合では「人脈の拡大」「組合の組織運営強化、合理化」に向け

た連携に対する関心が高い結果となっている。 

他の組合・

業界団体等
大学等

公設試験研

究機関

企業（業種・

企業規模問

わず）

任意団体 その他

組合員数 20名未満

（n=45）
68.9% 22.2% 13.3% 33.3% 11.1% 15.6%

組合員数 20名以上

（n=63）
77.8% 25.4% 15.9% 28.6% 11.1% 4.8%

回答数（全体）

（n=108）
74.1% 24.1% 14.8% 30.6% 11.1% 9.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

仕入コ

ストの

削減

受注機

会の増

加

販路の

拡大

品質、

技術力

の向上

新たな

製品、

技術の

開発

人材の

育成

取引条

件の改

善

ＤＸ化

への対

応

人脈の

拡大

組合の

組織運

営強

化、合

理化

その他

組合員数 20名未満

（n=45）
20.0% 37.8% 24.4% 35.6% 24.4% 42.2% 13.3% 13.3% 17.8% 33.3% 13.3%

組合員数 20名以上

（n=63）
11.1% 14.3% 23.8% 23.8% 14.3% 39.7% 7.9% 7.9% 22.2% 39.7% 14.3%

回答数（全体）

（n=108）
14.8% 24.1% 24.1% 28.7% 18.5% 40.7% 10.2% 10.2% 20.4% 37.0% 13.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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３．【成立年月日別】組合における「新たな取り組み」の実施について 

 

（１）過去３年以内の「新たな取り組み」の実施状況及び今後の方針（単一回答（ＳＡ）） 

成立年数 50年未満の組合では「実施していないが、今後は実施したい」が 37.5％で最も多いのに対し、

成立年数 50年以上の組合では「実施しておらず、今後も実施しない」が 41.2％で最も多くなっている。 

 

（２）新たな取り組みを実施した（実施したい）目的及び内容（単一回答（ＳＡ）） 

成立年数 50 年未満の組合では「組合員の経営力向上、経営合理化」「業界の改善・発展」が 20.8％で

最も多く、成立年数 50年以上の組合では「組合員の経営力向上、経営合理化」が 32.0％で最も多くなって

いる。 

 

  

32.0%

28.6%

36.5%

2.5%

2.7%

2.4%

29.9%

37.5%

20.0%

35.5%

31.3%

41.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=197）

成立年数50年未満

（n=112）

成立年数50年以上

（n=85）

実施しており、今後も実施したい 実施したが、今後は実施しない

実施していないが、今後は実施したい 実施しておらず、今後も実施しない

25.2%

20.8%

32.0%

20.5%

18.2%

24.0%

22.0%

20.8%

24.0%

13.4%

16.9%

8.0%

5.5%

6.5%

4.0%

12.6%

15.6%

8.0%

0.8%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=127）

成立年数50年未満

（n=77）

成立年数50年以上

（n=50）

組合員の経営力向上、経営合理化 組合の組織運営強化、合理化

業界の改善・発展 地域活性化

社会貢献・ＳＤＧｓ その他

無回答
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４．【成立年月日別】組合における「他団体等との連携による事業の実施」について 

 

（１）他団体等との連携による事業の実施状況（単一回答（ＳＡ）） 

「実施したことがある」と回答した割合についてみると、成立年数 50年未満の組合では 29.5％であるのに

対し、成立年数 50年以上の組合では 34.1％となっており、成立年数の長短による大きな開きは見られなか

った。 

 

（２）他団体等との連携による事業への関心度合（単一回答（ＳＡ）） 

「関心がある」と回答した割合についてみると、成立年数 50年未満の組合では 56.3％であるのに対し、

成立年数 50年以上の組合では 52.9％となっており、他団体等との連携による事業の実施状況と同様に、

成立年数の長短による大きな開きは見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

54.8%

56.3%

52.9%

43.1%

42.9%

43.5%

2.0%

0.9%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=197）

成立年数50年未満

（n=112）

成立年数50年以上

（n=85）

関心がある 関心がない 無回答

31.5%

29.5%

34.1%

57.4%

57.1%

57.6%

9.6%

12.5%

5.9%

1.5%

0.9%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=197）

成立年数50年未満

（n=112）

成立年数50年以上

（n=85）

実施したことがある 実施したことがない 実施状況がわからない 無回答
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（３）関心のある連携先及び連携内容（複数回答（ＭＡ）） 

① 関心のある連携先  

回答数（全体）と比べ、成立年数 50 年未満の組合では「他の組合・業界団体等」「大学等」「公設試験研

究機関」「任意団体」との連携に対する関心が高いのに対し、成立年数 50年以上の組合では「企業（業種・

企業規模問わず）」との連携に対する関心が高い結果となっている。 

 

② 関心のある連携内容 

回答数（全体）と比べ、成立年数 50年未満の組合では「品質、技術力の向上」「取引条件の改善」「組合

の組織運営強化、合理化」に向けた連携に対する関心が高いのに対し、成立年数 50年以上の組合では

「新たな製品、技術の開発」に向けた連携に対する関心が特に高い結果となっている。 

 

他の組合・業

界団体等
大学等

公設試験研

究機関

企業（業種・

企業規模問

わず）

任意団体 その他

成立年数50年未満

（n=63）
74.6% 25.4% 15.9% 23.8% 14.3% 11.1%

成立年数50年以上

（n=45）
73.3% 22.2% 13.3% 40.0% 6.7% 6.7%

回答数（全体）

（n=108）
74.1% 24.1% 14.8% 30.6% 11.1% 9.3%

0%

20%

40%

60%

80%

仕入コ

ストの

削減

受注機

会の増

加

販路の

拡大

品質、

技術力

の向上

新たな

製品、

技術の

開発

人材の

育成

取引条

件の改

善

ＤＸ化

への対

応

人脈の

拡大

組合の

組織運

営強

化、合

理化

その他

成立年数50年未満

（n=63）
14.3% 20.6% 20.6% 31.7% 14.3% 39.7% 11.1% 9.5% 17.5% 42.9% 14.3%

成立年数50年以上

（n=45）
15.6% 28.9% 28.9% 24.4% 24.4% 42.2% 8.9% 11.1% 24.4% 28.9% 13.3%

回答数（全体）

（n=108）
14.8% 24.1% 24.1% 28.7% 18.5% 40.7% 10.2% 10.2% 20.4% 37.0% 13.9%
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20%

30%

40%

50%
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Ⅲ．調査結果の概要（財務状況別クロス集計） 

本章では調査回答先の財務状況別［総資産、収入合計、（収入合計に占める）賦課金収入割合］に調査結果

の概要を取りまとめた。なお、集計にあたっては回答組合数を考慮し、下記のグループに分けて集計した。 

・総資産別：「1,000万円未満」「1,000万円以上 5,000万円未満」「5,000万円以上」 

・収入合計別：「500万円未満」「500万円以上 3,000万円未満」「3,000万円以上」 

・（収入合計に占める）賦課金収入割合別：「5％未満」「5％以上 50％未満」「50％以上」 

※ 調査回答先 197組合のうち決算書未登録組合が 6組合存在するため、有効回答数は 191組合とした。 

１．【総資産別】組合における「新たな取り組み」の実施について 

（１）過去３年以内の「新たな取り組み」の実施状況及び今後の方針（単一回答（ＳＡ）） 

総資産が 1,000万円未満の組合では「実施しており、今後も実施したい」が 37.9％で最も多く、1,000万円

以上 5,000 万円未満の組合では「実施していないが、今後は実施したい」が 39.1％、5,000 万円以上の組

合では「実施しておらず、今後も実施しない」が 35.9％で最も多くなっている。 

 

（２）新たな取り組みを実施した（実施したい）目的及び内容（単一回答（ＳＡ）） 

総資産が 1,000万円未満の組合並びに 1,000万円以上 5,000万円未満の組合では「業界の改善・発展」

が最も多いのに対し、5,000万円以上の組合では「組合の組織運営強化、合理化」が36.6％で最も多くなっ

ている。 

31.9%

37.9%

24.6%

34.4%

2.6%

5.2%

3.1%

29.3%

20.7%

39.1%

26.6%

36.1%

36.2%

36.2%

35.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

1,000万円未満

（n=58）

1,000万円以上

5,000万円未満

（n=69）

5,000万円以上

（n=64）

実施しており、今後も実施したい 実施したが、今後は実施しない

実施していないが、今後は実施したい 実施しておらず、今後も実施しない

23.8%

21.6%

20.5%

29.3%

21.3%

13.5%

13.6%

36.6%

22.1%

29.7%

25.0%

12.2%

13.9%

18.9%

11.4%

12.2%

4.9%

5.4%

9.1%

13.1%

10.8%

18.2%

9.8%

0.8%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=122）

1,000万円未満

（n=37）

1,000万円以上

5,000万円未満

（n=44）

5,000万円以上

（n=41）

組合員の経営力向上、経営合理化 組合の組織運営強化、合理化
業界の改善・発展 地域活性化
社会貢献・ＳＤＧｓ その他
無回答
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２．【総資産別】組合における「他団体等との連携による事業の実施」について 

 

（１）他団体等との連携による事業の実施状況（単一回答（ＳＡ）） 

「実施したことがある」と回答した割合についてみると、各グループともに 30％前後となっており、総資産

の大小による大きな開きは見られなかった。 

 

（２）他団体等との連携による事業への関心度合（単一回答（ＳＡ）） 

「関心がある」と回答した割合についてみると、各グループともに 55％前後となっており、他団体等の連

携による事業の実施状況と同様に、総資産の大小による大きな開きは見られなかった。 

 

  

31.9%

32.8%

33.3%

29.7%

57.1%

58.6%

53.6%

59.4%

9.4%

6.9%

11.6%

9.4%

1.6%

1.7%

1.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

1,000万円未満

（n=58）

1,000万円以上

5,000万円未満

（n=69）

5,000万円以上

（n=64）

実施したことがある 実施したことがない 実施状況がわからない 無回答

55.5%

55.2%

58.0%

53.1%

42.9%

43.1%

40.6%

45.3%

1.6%

1.7%

1.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

1,000万円未満

（n=58）

1,000万円以上

5,000万円未満

（n=69）

5,000万円以上

（n=64）

関心がある 関心がない 無回答
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（３）関心のある連携先及び連携内容（複数回答（ＭＡ）） 

① 関心のある連携先  

回答数（全体）と比べ、総資産が 1,000 万円未満の組合では「他の組合・業界団体等」との連携に対する

関心が特に高く、1,000万円以上 5,000万円未満の組合では「任意団体」、5,000万円以上の組合では「企

業（業種・企業規模問わず）」との連携に対する関心が特に高い結果となっている。 

 

② 関心のある連携内容 

回答数（全体）と比べ、総資産が 1,000万円未満の組合では「新たな製品、技術の開発」「取引条件の改

善」に向けた連携に対する関心が特に高く、1,000万円以上 5,000万円未満の組合では「人材の育成」、

5,000万円以上の組合では「DX化への対応」に向けた連携に対する関心が特に高い結果となっている。 

 

他の組合・業

界団体等
大学等

公設試験研

究機関

企業（業種・

企業規模問

わず）

任意団体 その他

1,000万円未満

（n=32）
81.3% 31.3% 12.5% 31.3% 15.6% 12.5%

1,000万円以上

5,000万円未満

（n=40）

67.5% 17.5% 12.5% 22.5% 12.5% 10.0%

5,000万円以上

（n=34）
73.5% 26.5% 17.6% 41.2% 5.9% 5.9%

回答数（全体）

（n=106）
73.6% 24.5% 14.2% 31.1% 11.3% 9.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

仕入コ

ストの削

減

受注機

会の増

加

販路の

拡大

品質、技

術力の

向上

新たな

製品、技

術の開

発

人材の

育成

取引条

件の改

善

ＤＸ化へ

の対応

人脈の

拡大

組合の

組織運

営強化、

合理化

その他

1,000万円未満

（n=32）
18.8% 28.1% 28.1% 28.1% 31.3% 43.8% 18.8% 9.4% 21.9% 34.4% 9.4%

1,000万円以上

5,000万円未満

（n=40）

10.0% 17.5% 22.5% 25.0% 12.5% 42.5% 7.5% 5.0% 20.0% 40.0% 17.5%

5,000万円以上

（n=34）
14.7% 29.4% 23.5% 29.4% 14.7% 32.4% 5.9% 17.6% 20.6% 38.2% 14.7%

回答数（全体）

（n=106）
14.2% 24.5% 24.5% 27.4% 18.9% 39.6% 10.4% 10.4% 20.8% 37.7% 14.2%

0%

20%

40%

60%
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３．【収入合計別】組合における「新たな取り組み」の実施について 

（１）過去３年以内の「新たな取り組み」の実施状況及び今後の方針（単一回答（ＳＡ）） 

収入合計が 500 万円未満の組合並びに 500 万円以上 3,000 万円未満の組合では「実施しておらず、今

後も実施しない」が最も多いのに対し、3,000 万円以上の組合では「実施しており、今後も実施したい」が

35.9％で最も多くなっている。 

 

（２）新たな取り組みを実施した（実施したい）目的及び内容（単一回答（ＳＡ）） 

収入合計が 500万円未満の組合では「組合員の経営力向上、経営合理化」が 28.1％で最も多く、500万

円以上 3,000万円未満の組合では「業界の改善・発展」が 23.9％、3,000万円以上の組合では「組合の組

織運営強化、合理化」が 31.8％で最も多くなっている。 

 

 

 

 

31.9%

27.6%

31.9%

35.9%

2.6%

1.7%

5.8%

29.3%

25.9%

29.0%

32.8%

36.1%

44.8%

33.3%

31.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

500万円未満

（n=58）

500万円以上

3,000万円未満

（n=69）

3,000万円以上

（n=64）

実施しており、今後も実施したい 実施したが、今後は実施しない

実施していないが、今後は実施したい 実施しておらず、今後も実施しない

23.8%

28.1%

15.2%

29.5%

21.3%

6.3%

21.7%

31.8%

22.1%

21.9%

23.9%

20.5%

13.9%

21.9%

15.2%

6.8%

4.9%

3.1%

8.7%

2.3%

13.1%

18.8%

15.2%

6.8%

0.8%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=122）

500万円未満

（n=32）

500万円以上

3,000万円未満

（n=46）

3,000万円以上

（n=44）

組合員の経営力向上、経営合理化 組合の組織運営強化、合理化

業界の改善・発展 地域活性化

社会貢献・ＳＤＧｓ その他

無回答
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４．【収入合計別】組合における「他団体等との連携による事業の実施」について 

（１）他団体等との連携による事業の実施状況（単一回答（ＳＡ）） 

「実施したことがある」と回答した割合についてみると、収入合計が 500万円未満の組合では 27.6％、500

万円以上 3,000万円未満の組合では 29.0％となっている。3,000万円以上の組合では 39.1％となっており、

他の 2グループと比べ 10ポイント以上の開きが見られる。 

 

（２）他団体等との連携による事業への関心度合（単一回答（ＳＡ）） 

「関心がある」と回答した割合についてみると、収入合計が 500万円未満の組合では 50.0％、500万円以

上 3,000万円未満の組合では 52.2％となっている。3,000万円以上の組合では 64.1％となっており、他団

体等との連携による事業の実施状況と同様に、他の 2グループと比べ 10ポイント以上の開きが見られる。 

 

 

 

  

31.9%

27.6%

29.0%

39.1%

57.1%

60.3%

62.3%

48.4%

9.4%

10.3%

5.8%

12.5%

1.6%

1.7%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

500万円未満

（n=58）

500万円以上

3,000万円未満

（n=69）

3,000万円以上

（n=64）

実施したことがある 実施したことがない 実施状況がわからない 無回答

55.5%

50.0%

52.2%

64.1%

42.9%

48.3%

44.9%

35.9%

1.6%

1.7%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

500万円未満

（n=58）

500万円以上

3,000万円未満

（n=69）

3,000万円以上

（n=64）

関心がある 関心がない 無回答
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（３）関心のある連携先及び連携内容（複数回答（ＭＡ）） 

① 関心のある連携先 

回答数（全体）と比べ、収入合計が 500 万円未満の組合では「企業（業種・企業規模問わず）」との連携

に対する関心が高く、500 万円以上 3,000 万円未満の組合では「他の組合・業界団体等」「大学等」、3,000

万円以上の組合では「公設試験研究機関」「企業（業種・企業規模問わず）」との連携に対する関心が特に

高い結果となっている。 

 

② 関心のある連携内容 

回答数（全体）と比べ、収入合計が 500万円未満の組合では「新たな製品、技術の開発」、500万円以上

3,000万円未満の組合では「人材の育成」、3,000万円以上の組合では「DX化への対応」に向けた連携に

対する関心が特に高い結果となっている。なお、収入合計が 500万円未満の組合では「DX化への対応」

に向けた連携に対する関心が 0.0％となっている。 

他の組合・業

界団体等
大学等

公設試験研

究機関

企業（業種・

企業規模問

わず）

任意団体 その他

500万円未満

（n=29）
69.0% 20.7% 10.3% 34.5% 10.3% 13.8%

500万円以上

3,000万円未満

（n=36）

75.0% 27.8% 11.1% 19.4% 11.1% 11.1%

3,000万円以上

（n=41）
75.6% 24.4% 19.5% 39.0% 12.2% 4.9%

回答数（全体）

（n=106）
73.6% 24.5% 14.2% 31.1% 11.3% 9.4%

0%

20%

40%

60%

80%

仕入コ

ストの

削減

受注機

会の増

加

販路の

拡大

品質、

技術力

の向上

新たな

製品、

技術の

開発

人材の

育成

取引条

件の改

善

ＤＸ化

への対

応

人脈の

拡大

組合の

組織運

営強

化、合

理化

その他

500万円未満

（n=29）
13.8% 31.0% 24.1% 31.0% 27.6% 41.4% 13.8% 0.0% 13.8% 24.1% 10.3%

500万円以上

3,000万円未満

（n=36）

11.1% 13.9% 22.2% 22.2% 13.9% 44.4% 8.3% 11.1% 22.2% 33.3% 19.4%

3,000万円以上

（n=41）
17.1% 29.3% 26.8% 29.3% 17.1% 34.1% 9.8% 17.1% 24.4% 51.2% 12.2%

回答数（全体）

（n=106）
14.2% 24.5% 24.5% 27.4% 18.9% 39.6% 10.4% 10.4% 20.8% 37.7% 14.2%

0%

20%

40%

60%



15 

５．【（収入合計における）賦課金割合別】組合における「新たな取り組み」の実施について 

（１）過去３年以内の「新たな取り組み」の実施状況及び今後の方針（単一回答（ＳＡ）） 

（収入合計における）賦課金割合が 5％未満の組合では「実施しており、今後も実施したい」が 38.5％で最

も多いのに対し、5％以上 50％未満の組合並びに 50％以上の組合では「実施しておらず、今後も実施しな

い」が最も多くなっている。 

 

（２）新たな取り組みを実施した（実施したい）目的及び内容（単一回答（ＳＡ）） 

（収入合計における）賦課金割合が 5％未満の組合では「組合員の経営力向上、経営合理化」「組合の組

織運営強化」が26.8％で最も多く、5％以上50％未満の組合では「業界の改善・発展」が26.8％、50％以上

の組合では「組合員の経営力向上、経営合理化」が 27.5％で最も多くなっている。 

 

 

 

 

23.8%

26.8%

17.1%

27.5%

21.3%

26.8%

17.1%

20.0%

22.1%

14.6%

26.8%

25.0%

13.9%

12.2%

17.1%

12.5%

4.9%

4.9%

7.3%

2.5%

13.1%

12.2%

14.6%

12.5%

0.8%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=122）

5％未満

（n=41）

5％以上

50％未満

（n=41）

50％以上

（n=40）

組合員の経営力向上、経営合理化 組合の組織運営強化、合理化
業界の改善・発展 地域活性化
社会貢献・ＳＤＧｓ その他
無回答

31.9%

38.5%

28.1%

29.0%

2.6%

3.1%

4.8%

29.3%

24.6%

32.8%

30.6%

36.1%

36.9%

35.9%

35.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

5％未満

（n=65）

5％以上

50％未満

（n=64）

50％以上

（n=62）

実施しており、今後も実施したい 実施したが、今後は実施しない

実施していないが、今後は実施したい 実施しておらず、今後も実施しない
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６．【（収入合計における）賦課金割合別】組合における「他団体等との連携による事業の実施」について 

（１）他団体等との連携による事業の実施状況（単一回答（ＳＡ）） 

「実施したことがある」と回答した割合についてみると、各グループともに 30％前後となっており、（収入合

計における）賦課金割合の高低による大きな開きは見られなかった。 

 

（２）他団体等との連携による事業への関心度合（単一回答（ＳＡ）） 

「関心がある」と回答した割合についてみると、各グループともに 55％前後となっており、他団体等との連

携による事業の実施状況と同様に、（収入合計における）賦課金割合の高低よる大きな開きは見られなかっ

た。 

 

 

 

 

  

55.5%

53.8%

56.3%

56.5%

42.9%

46.2%

40.6%

41.9%

1.6%

3.1%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

5％未満

（n=65）

5％以上

50％未満

（n=64）

50％以上

（n=62）

関心がある 関心がない 無回答

31.9%

29.2%

31.3%

35.5%

57.1%

58.5%

57.8%

54.8%

9.4%

12.3%

7.8%

8.1%

1.6%

3.1%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数（全体）

（n=191）

5％未満

（n=65）

5％以上

50％未満

（n=64）

50％以上

（n=62）

実施したことがある 実施したことがない 実施状況がわからない 無回答
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（３）関心のある連携先及び連携内容（複数回答（ＭＡ）） 

① 関心のある連携先  

回答数（全体）と比べ、（収入合計における）賦課金割合が 5％未満の組合では「企業（業種・企業規模

問わず）」との連携に対する関心が特に高く、5％以上 50％未満の組合では「他の組合・業界団体等」、

50％以上の組合では「公設試験研究機関」との連携に対する関心が特に高い結果となっている。 

 

② 関心のある連携内容 

回答数（全体）と比べ、（収入合計における）賦課金割合が 5％未満の組合では「DX化への対応」「組合

の組織運営強化、合理化」、5％以上 50％未満の組合では「取引条件の改善」、50％以上の組合では「品

質、技術力の向上」「新たな製品、技術の開発」に向けた連携に対する関心が高い結果となっている。 

 

 

他の組合・業

界団体等
大学等

公設試験研

究機関

企業（業種・

企業規模問

わず）

任意団体 その他

5％未満

（n=35）
77.1% 22.9% 14.3% 37.1% 11.4% 2.9%

5％以上

50％未満

（n=36）

77.8% 22.2% 8.3% 27.8% 11.1% 13.9%

50％以上

（n=35）
65.7% 28.6% 20.0% 28.6% 11.4% 11.4%

回答数（全体）

（n=106）
73.6% 24.5% 14.2% 31.1% 11.3% 9.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

仕入コ

ストの

削減

受注機

会の増

加

販路の

拡大

品質、

技術力

の向上

新たな

製品、

技術の

開発

人材の

育成

取引条

件の改

善

ＤＸ化

への対

応

人脈の

拡大

組合の

組織運

営強

化、合

理化

その他

5％未満

（n=35）
17.1% 28.6% 31.4% 22.9% 8.6% 31.4% 5.7% 20.0% 22.9% 48.6% 8.6%

5％以上

50％未満

（n=36）

13.9% 16.7% 22.2% 16.7% 11.1% 38.9% 13.9% 5.6% 19.4% 38.9% 19.4%

50％以上

（n=35）
11.4% 28.6% 20.0% 42.9% 37.1% 48.6% 11.4% 5.7% 20.0% 25.7% 14.3%

回答数（全体）

（n=106）
14.2% 24.5% 24.5% 27.4% 18.9% 39.6% 10.4% 10.4% 20.8% 37.7% 14.2%

0%

20%

40%

60%



巻末資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合の「新たな取り組み」に関する意向調査 調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 



組合の「新たな取り組み」に関する意向調査 

 

組 合 名  

記 入 者 の 

組 合 役 職 
 

記 入 者 の 

氏 名 

 

 

Ⅰ．貴組合における「新たな取り組み」の実施についてお伺いします。 
 

設問１ 過去３年以内に組合で実施した「新たな取り組み※」の実施状況及び今後の実施

方針について、該当する番号１つに○をつけてください。 

※ 「新たな取り組み」は組合共同事業に限らず、組合で実施した各種活動を含みます。 

※ 「新たな取り組み」を複数実施した場合は、実施規模が最も大きな取り組みについて 

ご回答ください。 

※ 設立後３年以内の組合につきましては、設立日時点と比較しご回答ください。 

過去３年以内に「新たな取り組み」を 

１．実施しており、今後も実施したい    ２．実施したが、今後は実施しない 

３．実施していないが、今後は実施したい  ４．実施しておらず、今後も実施しない 

上記１．～ ３．に○ ⇒  設問２へ    上記４．に○ ⇒  次頁 Ⅱへ  

 

設問２ 「新たな取り組み」を実施した（実施したい）目的について、該当する番号１つ

に○をつけてください。 

実施した 

（実施したい） 

目的 

１．組合員の経営力向上、経営合理化  ２．組合の組織運営強化、合理化 

３．業界の改善・発展  ４．地域活性化  ５．社会貢献・ＳＤＧｓ 

６．その他（                          ） 

実施した 

（実施したい） 

内容 

【任意：記載可能であればご記入ください】 

〈記入にあたってのお願い〉 

秘密の厳守：記入内容の秘密は厳守し、統計以外に利用することはありません。 

調 査 時 点：特に指定している場合を除き、令和５年１月１日現在でご回答ください。 

締切・返送：令和５年１月２０日（金）までに同封の返信用封筒又はＦＡＸにてご返送ください。 

問 合 せ 先：ご回答にあたって不明な点は下記までお問い合わせください。 

富山県中小企業団体中央会 工業支援課 担当：山田 

〒930-0083 富山市総曲輪２－１－３ 富山商工会議所ビル６階 

TEL 076-424-3686 FAX 076-422-0835 



Ⅱ．貴組合における「他団体等との連携による事業の実施」についてお伺いします。 
 
組合共同事業や各種活動の効果をより一層高めるため、組合と他団体等との連携による

事業が全国各地で実施されています。 

（活動例）・組合と他の組合との連携による研修会の開催や業界ＰＲの実施 

・組合と大学との連携による情報共有や人材育成・確保に向けた事業の実施 

・組合と企業との連携による新商品開発や技術力向上に向けた事業の実施 など 

上記活動例をご参照の上、下記設問にご回答ください。 

 

設問１ 貴組合が過去に実施した組合共同事業及び各種活動について、他団体等との連

携による事業の実施状況に該当する番号１つに○をつけてください。 

１．実施したことがある  ２．実施したことがない  ３．実施状況がわからない 

 

設問２ 貴組合が今後実施する組合共同事業及び各種活動について、他団体等との連携

による事業への関心度合に該当する番号１つに○をつけてください。 

１．関心がある  ⇒  設問３へ   ２．関心がない ⇒  下記 Ⅲへ  

 

設問３ 他団体等との連携による事業の実施にあたり、関心のある連携先及び連携内容

に該当する番号全てに○をつけてください。 

関心のある 

連 携 先 

１．他の組合・業界団体等  ２．大学等  ３．公設試験研究機関 

４．企業（業種・企業規模問わず）  ５．任意団体 

６．その他（                         ） 

関心のある 

連 携 内 容 

１．仕入コストの削減  ２．受注機会の増加  ３．販路の拡大 

４．品質、技術力の向上  ５．新たな製品、技術の開発 

６．人材の育成  ７．取引条件の改善  ８．ＤＸ化への対応 

９．人脈の拡大  10．組合の組織運営強化、合理化 

11．その他（                         ） 

 

Ⅲ．中央会に対するご意見・ご要望等がございましたらご記入ください。 

 

 

調査にご協力いただき誠にありがとうございました。令和５年１月２０日（金）までに 

同封の返信用封筒又はＦＡＸ（076-422-0835）にてご返送ください。 




